別記様式第１号（第４関係）

廃棄物処理施設設置事業計画書








　　年　　月　　日

石川県知事　　　　　　　　　　　　殿







住　所







氏　名







（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）







郵便番号　　　　　　電話番号

　石川県廃棄物適正処理指導要綱（以下「要綱」という。）第６条第１項（要綱第14条の３において準用する場合を含む。）の規定により、処理施設の設置等に係る事前審査を受けたいので、関係書類及び図面を添えて提出します。

	
	※整理番号
	

	処理施設の種類
	

	処理施設において処理する廃棄物の種類

（当該廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物、水銀含有ばいじん等又は石綿含有一般廃棄物が含まれる場合は、その旨を含む。）
	

	処理施設の設置の場所
	

	処理施設の処理能力

（最終処分場である場合にあっては、廃棄物の埋立処分の用に供される場所の面積及び埋立容量）
	ｍ3／日（　）時間

 ｔ／日（　）時間

ｍ3／時間

ｔ／時間

  最終処分場の場合

    埋立地の面積　　　　　　　　　　ｍ2
    埋立容量　　　　　　　　　　　　ｍ3


	連絡先（担当者職氏名）
	電話　　‐　‐　　


	△処理施設の位置、構造等の設置に関する計画に係る事項
	処理施設の位置
	

	
	処理施設の処理方式
	

	
	処理施設の構造及び設備
	

	
	処理に伴い生ずる排ガス及び排水
	量
	

	
	
	処理方法
(排出の方法(排出口の位置、排出先等を含む。)を含む。)
	

	
	設置計算上達成することができる排ガスの性状、放流水の水質その他の生活環境への負荷に関する数値
	

	
	その他処理施設の構造等に関する事項
	

	△処理施設の維持管理に関する計画に係る事項
	排ガスの性状、放流水の水質等について周辺地域の生活環境の保全のため達成するとした数値
	

	
	排ガスの性状、放流水の水質の測定頻度に関する事項
	

	
	その他処理施設の維持管理に関する事項
	

	△災害防止のための計画
（廃棄物の最終処分場である場合）
	

	焼却灰等、汚泥等、廃水銀等の硫化処理に伴い生ずる廃棄物又は廃石綿等、石綿含有産業廃棄物若しくは石綿含有一般廃棄物の溶融に伴い生ずる廃棄物の処分方法
	特別管理廃棄物以外の廃棄物
	区分
	自家処分　　　　　　　委託処分

	
	
	処分方法
	

	
	特別管理廃棄物
	区分
	自家処分　　　　　　　委託処分


	
	
	処分方法
	

	△埋立処分の計画
（廃棄物の最終処分場である場合）
	

	△廃棄物の搬入及び搬出の時間
及び方法に関する事項
	

	着工予定年月日及び

使用開始予定年月日
	

	△関係他法令等の手続き状況
	

	△事業計画工程表
	

	備考

１　処理施設の種類については、脱水施設、焼却施設、中和施設、最終処分場等の別を記入すること。

２　処理する廃棄物の種類については、当該廃棄物に特定一般廃棄物（平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法第二十三条第一項に規定する特定一般廃棄物をいう。）又は特定産業廃棄物（同法第二十三条第二項に規定する特定産業廃棄物をいう。）が含まれる場合は、その旨を記入すること。

３　△印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用することとし、かつ、次の図面等を含むこと。
  (1) 処理施設の構造及び設備については、当該処理施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図
  (2) 排ガス及び排水の処理の方法については、処理系統図

４　△印の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。


添付書類

１　生活環境の保全のための措置及びその効果を明らかにする書類（環境影響評価報告書）

２　処理施設の設置等をしようとする土地の使用権原を明らかにする書類

３　処理施設の設置等をすることについて、処理施設の設置等をしようとする土地に隣接する土地の所有者及び法律上の権原に基づき現に当該隣接する土地を使用している者の承諾を得ていることを明らかにする書類

４　処理施設（保管の場所等を含む。）の構造を明らかにする設計計算書

５　最終処分場にあっては、周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類及び図面

６　最終処分場以外の処理施設にあっては、処理工程図

７　処理施設の付近の見取図

８　処理施設の設置及び維持管理に関する技術的能力を説明する書類

９　その他添付書類及び図面　

